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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第１四半期連結
累計期間

第23期
第１四半期連結
累計期間

第22期

会計期間

自2017年
４月１日
至2017年
６月30日

自2018年
４月１日
至2018年
６月30日

自2017年
４月１日
至2018年
３月31日

売上高 （百万円） 13,015 15,017 53,006

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △95 △699 912

親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する四

半期純損失（△）

（百万円） △311 △922 317

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △311 △922 310

純資産額 （百万円） 10,381 11,302 12,225

総資産額 （百万円） 71,434 81,002 79,264

１株当たり当期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） △18.44 △47.72 18.54

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 14.5 14.0 15.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第22期第２四半期連結累計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更いたしました。なお、

比較を容易にするため、第22期第１四半期連結累計期間についても百万円単位で表示しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの名称を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1） 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復

基調で推移いたしましたが、米国の政策動向や近隣諸国における地政学リスクの高まりによる影響が懸念される

など、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

美容エステティック業界におきましては、近年の市場規模が概ね横ばいで推移する一方、少子高齢化等の影響

によるエステティシャン不足が続き、人材確保が重要な課題となっています。これに加え、理美容やリラクゼー

ション、その他周辺美容サービスや一般流通の化粧品市場、美容家電、フィットネスジム等の異業種とも競合す

るなど、競争は激化傾向にあり、チェーン展開を行うエステティックサロンの多くが、既存店舗の収益性確保の

ため、出店ペースの鈍化又は現状維持、統廃合等を進める傾向にあります。

このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高15,017百万円

（前年同期比15.4％増）、営業損失716百万円（前年同期は営業損失110百万円）、EBITDA49百万円（前年同期比

93.0％減）、経常損失699百万円（前年同期は経常損失95百万円）、税金等調整前四半期純損失714百万円（前年

同期は税金等調整前四半期純損失147百万円）となり、法人税等合計208百万円を計上した結果、親会社株主に帰

属する四半期純損失922百万円（前年同四半期は311百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりまし

た。

なお、法人税等合計208百万円の内、法人税等調整額は104百万円でありますが、これは主に、ミュゼプラチナ

ム社における旧会社からの事業譲受により生じた税務上ののれんにつき、税務上の損金算入額に応じて、対応す

る繰延税金資産を取り崩している影響によるものであります。
 

 

報告セグメント

調整額
四半期

連結損益計算書
計上額レディスサービス

メディア・コンサ
ルティング

システム開発

金額
(百万円)

増減率
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

セグメント売上高 13,543 15.6 2,099 △4.7 244 △1.0 △869 － 15,017 15.4

セグメント損失(△) △698 － △24 － △5 － 12 － △716 －

（参考）EBITDA 41 △92.5 △3 － △2 － 14 － 49 △93.0

※１　セグメント売上高には、内部売上高を含めております。

※２　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整しております。

※３　EBITDA＝セグメント利益＋減価償却費＋のれん償却額

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、従来「美容」としていた報告セグメントの名称を「レディスサービ

ス」に変更しています。この変更はセグメント名称の変更であり、セグメント情報に与える影響はありません。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報についても変更後の名称で記載しています。

 

1）レディスサービス事業

＜美容脱毛部門＞

ミュゼプラチナムブランドでは、施術売上高はやや減少傾向で推移した一方、昨年度第３四半期より開始した美

容脱毛コースと併せた自社ブランド化粧品の販売が引き続き好調に推移したほか、物販の新たな施策として定期購

買プランを開始し、物販売上は前年同期比247%と引き続き好調に推移いたしました。

コロリーブランドでは、引き続き新規顧客を獲得するため、積極的な広告宣伝投資を実行したほか、新たな施策

として化粧品割引等の特典付き会員制度を導入し、契約獲得高が前年同期比1,172%と好調に推移いたしました。ま

た、施術売上高については同288%で推移いたしました。

マキアブランドでは、将来に向けた収益力向上のため、昨年度第３四半期より出店強化に努め、当第１四半期で

は13店舗の出店を行いました。売上高は前年同期比130%で推移した一方で、出店に伴う人件費及び一時的な費用の

増加などにより、販管費は同166%となりました。
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たかの友梨ビューティクリニックブランドでは、夏季に向けた各種ボディエステプランやチケットキャンペーン

等を実施し、契約獲得高が前年同期比109%と堅調に推移いたしました。また、紫外線対策商品「たかの友梨薬用ホ

ワイトライン」、「エステファクトＵＶシリーズ」や、エイジングケア用美容液「ＧＤピュアコンセントレート」

をリリースし、物販売上高が堅調に推移した一方、施術売上高についてはエステティック業界における深刻な人材

不足の影響により厳しい展開となりました。

 

＜アパレル部門＞

前連結会計年度末に子会社化した株式会社ラブリークィーンにより、当セグメントのアパレル部門としてブラッ

クフォーマル、カラーフォーマルを中心としたレディスウェアの企画・デザイン・製造・販売を開始いたしまし

た。本Ｍ＆Ａは再生案件であるものの、不採算店舗の撤退、コスト構造の見直し等は概ね完了しており、第１四半

期の収益はほぼ予算通りに推移いたしました。なお、当部門は衣替えやイベント需要の影響により、収益が第４四

半期に集中することから、下期偏重傾向での推移を見込んでおります。

 

これらの結果、売上高13,543百万円（前年同期比15.6％増）、セグメント損失698百万円（前年同期はセグメン

ト損失233百万円）、EBITDA41百万円（前年同期比92.5％減）となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より、株式会社ラブリークィーンの損益を四半期連結損益計算書に含めておりま

す。

 

2）メディア・コンサルティング事業

コンサルティング部門における外部顧客向けマーケティングサービス等が順調に推移した一方、広告代理店部門

における過払金広告案件の縮小及びこれに伴う貸倒引当金の計上等により、売上高は微減、セグメント利益は減益

となりました。

これらの結果、売上高2,099百万円（前年同期比4.7％減）、セグメント損失24百万円（前年同期はセグメント利

益126百万円）、EBITDA△3百万円（前年同期は147百万円）となりました。

 

3）システム開発事業

システム開発事業は、例年同様下期偏重傾向の収益推移が見込まれるものの、外部受注案件の獲得が堅調に推移

したこと、システムエンジニアリングに係る外注費を削減し内製化に取り組んだこと等から、セグメント利益は赤

字縮小となりました。

これらの結果、売上高244百万円（前年同期比1.0％減）、セグメント損失5百万円（前年同期はセグメント損失9

百万円）、EBITDA△2百万円（前年同期は△3百万円）となりました。
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当第１四半期連結会計期間末において、資産、負債及び純資産は以下の通りとなりました。各増減要因は後述の

通りであります。なお、勘定科目の名称を一部省略して記載したほか、増減要因は主なものに限定して記載してお

ります。

また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を

行っております。

 
2018年
３月末

2018年
６月末

増減額 増減率

 百万円 百万円 百万円 ％

資産 79,264 81,002 1,738 2.2

負債 67,039 69,700 2,660 4.0

純資産 12,225 11,302 △922 △7.5

 

（資産の部）

 
2018年
３月末

2018年
６月末

増減額 当第１四半期連結累計期間における主な増減内訳

 百万円 百万円 百万円  内容 百万円 主な要因

流動資産 29,052 30,572 1,520

① 現金及び預金 △2,266 通常支出、未払消費税等支払

②
受取手形及び

売掛金
2,305 新規契約獲得に伴う増加

③ 商品及び製品 470 物販売上増加に伴う増加

固定資産 50,212 50,430 218 ① のれん 174 事業譲受対価の見直し

 

(負債の部)

 
2018年
３月末

2018年
６月末

増減額 当第１四半期連結累計期間における主な増減内訳

 百万円 百万円 百万円  内容 百万円 主な要因

流動負債 50,702 53,231 2,528 ① 未払金 620 広告出稿強化による仕入債務増加

② 前受金 2,180 新規契約獲得に伴う増加

固定負債 16,336 16,468 131 － － － －

 

(純資産の部)

 
2018年
３月末

2018年
６月末

増減額 当第１四半期連結累計期間における主な増減内訳

 百万円 百万円 百万円  内容 百万円 主な要因

株主資本合計 12,224 11,301 △922
① 利益剰余金 △922

親会社株主に帰属する四半期純損失

の計上

その他の包括利益
累計額

0 0 △0 ①
その他有価証
券評価差額金

△0 その他有価証券に係る為替差損益

 

（2） 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（3） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はあり

ません。

 

（4） 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（5） 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、重要な変動はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 67,700,000

計 67,700,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年６月30日現在）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月14日現在）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,330,560 19,330,560
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 19,330,560 19,330,560 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年４月１日～

2018年６月30日
－ 19,330,560 － 1,678 － 5,956

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       600 －
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,327,800 193,278 同上

単元未満株式 普通株式     2,160 － 同上

発行済株式総数 19,330,560 － －

総株主の議決権 － 193,278 －

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ＲＶＨ 東京都港区赤坂2-13-5 600 － 600 0.00

計 － 600 － 600 0.00

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更し

ました。なお、比較を容易にするため、前第１四半期連結累計期間についても百万円単位で表示しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、明誠有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,531 3,265

受取手形及び売掛金 ※１ 11,973 ※１ 14,279

商品及び製品 2,353 2,824

仕掛品 165 151

原材料及び貯蔵品 523 637

未収入金 7,196 7,546

短期貸付金 551 965

その他 1,319 1,648

貸倒引当金 △562 △746

流動資産合計 29,052 30,572

固定資産   

有形固定資産 ※１ 9,413 ※１ 9,350

無形固定資産   

のれん 25,728 25,903

その他 513 499

無形固定資産合計 26,242 26,403

投資その他の資産   

投資有価証券 1,632 1,631

長期貸付金 952 857

繰延税金資産 7,940 8,162

その他 4,368 4,361

貸倒引当金 △337 △337

投資その他の資産合計 14,557 14,676

固定資産合計 50,212 50,430

資産合計 79,264 81,002
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,865 2,192

短期借入金 ※１ 623 ※１ 466

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 194 ※１ 233

未払金 3,076 3,696

未払法人税等 55 41

前受金 39,379 41,560

賞与引当金 358 517

返品調整引当金 171 198

ポイント引当金 29 40

その他 4,948 4,284

流動負債合計 50,702 53,231

固定負債   

長期借入金 ※１ 216 ※１ 413

長期預り金 15,772 15,713

退職給付に係る負債 219 217

その他 128 124

固定負債合計 16,336 16,468

負債合計 67,039 69,700

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,678 1,678

資本剰余金 7,516 7,516

利益剰余金 3,029 2,106

自己株式 △0 △0

株主資本合計 12,224 11,301

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 0 0

その他の包括利益累計額合計 0 0

純資産合計 12,225 11,302

負債純資産合計 79,264 81,002
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

売上高 13,015 15,017

売上原価 2,168 2,685

売上総利益 10,847 12,331

返品調整引当金戻入額 － 171

返品調整引当金繰入額 － 198

差引売上総利益 10,847 12,304

販売費及び一般管理費 10,957 13,020

営業損失（△） △110 △716

営業外収益   

受取利息 6 27

受取配当金 0 0

受取補償金 10 7

受取賃貸料 7 5

業務受託料 1 17

その他 10 12

営業外収益合計 36 70

営業外費用   

支払利息 14 12

貸倒引当金繰入額 － 40

その他 7 0

営業外費用合計 21 53

経常損失（△） △95 △699

特別利益   

固定資産売却益 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失   

固定資産除却損 1 0

寄付金 16 －

減損損失 31 14

その他 4 －

特別損失合計 53 14

税金等調整前四半期純損失（△） △147 △714

法人税、住民税及び事業税 72 27

過年度法人税等 － 76

法人税等調整額 92 104

法人税等合計 164 208

四半期純損失（△） △311 △922

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △311 △922
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

四半期純損失（△） △311 △922

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △0

その他の包括利益合計 △0 △0

四半期包括利益 △311 △922

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △311 △922

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

売掛金 4,698百万円 4,874百万円

建物 472 468

土地 2,059 2,059

計 7,230 7,403

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

短期借入金 250百万円 100百万円

１年内返済予定の長期借入金 60 60

長期借入金 45 30

計 355 190

 

　なお、連結子会社は、銀行取引に係る根抵当権（極度額の総額2,000百万円）が設定されており、当第１四半期

連結会計期間における銀行借入残高は総額90百万円であります。

 

２　保証債務

　連結子会社は、次の法人における金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

債務保証

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

学校法人たかの友梨学園（借入債務） 10百万円 学校法人たかの友梨学園（借入債務） 5百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

減価償却費 370百万円 321百万円

のれんの償却額 440百万円 444百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
レディスサー
ビス

メディア・コ
ンサルティン

グ
システム開発 計

売上高       

外部顧客への売上高 11,718 1,060 236 13,015 － 13,015

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 1,142 10 1,153 △1,153 －

計 11,718 2,202 247 14,168 △1,153 13,015

セグメント利益又は損失（△） △233 126 △9 △116 5 △110

（注）１．セグメント損益の調整額５百万円には、セグメント間取引消去59百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△54百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に

係る費用であります。

２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「レディスサービス」セグメントでの事業譲受対価の変動により、当第１四半期連結会計期間において、の

れんが1,715百万円増加しております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
レディスサー
ビス

メディア・コ
ンサルティン

グ
システム開発 計

売上高       

外部顧客への売上高 13,539 1,246 231 15,017 － 15,017

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3 853 12 869 △869 －

計 13,543 2,099 244 15,887 △869 15,017

セグメント損失（△） △698 △24 △5 △728 12 △716

（注）１．セグメント損失の調整額12百万円には、セグメント間取引消去73百万円及び各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△61百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に

係る費用であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「レディスサービス」セグメントでの事業譲受対価の変動により、当第１四半期連結会計期間において、の

れんが619百万円増加しております。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの名称変更）

当第１四半期連結会計期間より、従来「美容」セグメントとしていた報告セグメントの名称を「レディス

サービス」セグメントに変更しています。当該変更は名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はあ

りません。なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報についても変更後の名称で記載しています。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

(1）１株当たり四半期純損失（△） △18円44銭 △47円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（百万円）
△311 △922

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（百万円）
△311 △922

普通株式の期中平均株式数（株） 16,916,100 19,329,960

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月10日

株式会社ＲＶＨ

取締役会　御中

 

明誠有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武田　　剛　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　隆伸　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＲＶＨ

の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年６月30

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＲＶＨ及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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